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平成２１年度 第１回

大阪府・大阪市経済動向報告会 第１部資料

『最近の大阪経済の動向（大阪市分追加）』

2009年5月14日

財団法人大阪市都市型産業振興センター
経済調査室長 徳田 裕平

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 1

●「大阪市景気観測調査」の業況の総括判断の推移

・20年1～3月期調査

「経済環境急変に伴う新たな均衡へ向けた調整過程が進行」
Keyword：前期比の業況判断は大幅下落 平成15年以来約５年ぶりの低水準

一気に進んだドル安・円高とそれに起因する株価急落、原油価格急騰など国内外経済の変調

・20年4～6月期調査

「コストプッシュにより一部の企業で価格転嫁が進展」
Keyword：数年来の原油価格高騰による影響が原材料全般の価格に波及

全体としては需要拡大に伴う景況改善ではない
前期に生じた円の急騰、株安等による市場・金融不安は緩和

・20年10～12月期調査

「需要の急激な縮退により大企業中心に業況等が急降下」
Keyword：リーマンブラザーズの経営破綻 海外はもとより国内の需要までが急激に縮退

特に中小企業で資金繰りが厳しい 雇用面では不足感が解消

・20年7～9月期調査

「内外需の弱さと原油価格の反落で方向感が定まらない不安定状態」
Keyword：製・商品単価への転嫁も様子見 業種による違いが先鋭化

赤字企業の割合の方が多くなる傾向 資金繰りが一気に厳しさを増している

・21年1～3月期調査

「景気悪化は業種・規模を問わず急拡大」
Keyword：調査開始以降の7年間で最低の水準 製造業のポイントの低下が顕著

出荷・売上高、商品単価、営業利益の各ＤＩは低下、原材料価格ＤＩは特に低下
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主たる経済指標の動向

原油ＣＩＦ価格（月平均）

近畿圏輸出金額（兆円/月）為替レート（月中平均）＆日経平均株価（月末）

物価指数（月平均）

資料：総務省「消費者物価指数」、日本銀行「企業物価指数」
ともに2005年平均：100

資料：大阪税関

資料：財務省「貿易統計」

資料：日本銀行
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供給 最終需要 消費者
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的
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正
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海
外
向
け

国
内
向
け

廃業・
倒産

失
業
者
増

希
望
退
職
等

企業

セクター： 財・サービス 支払い

製造業
建設業

非製造業

70.3兆円

151.2兆円

富
裕
層

事業失敗

・資源価格下落
・投機損失
・利益減少

高所得者層

中所得者層

低所得者層

(低) 収入 (高)

人
数

・事業収益低迷
・株価下落

経営者
倒産

失業増

賃金・
賞与減

派遣単価
下落

最近の不況の構造と需要量の変化

63.7兆円

150.0兆円

356.7兆円

353.8兆円

21.9兆円

19.8兆円

（商社・海運等）

凡例 黒字：2007年度

（名目）
赤字：2008年度

（同推計）
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最近の経済情報と政府の経済対策への期待

〔海外資源セクター〕 〔供給セクター〕 〔国内需要セクター〕 〔行政セクターの経済対策〕

雇用維持

定額給付金

高速料金1000円化

グリーン製品購入補助

住宅ローン減税

公共投資推進

研究開発税制拡充

資金提供

家計全般

日常消費財・サービス

耐久消費財

住宅投資

公共インフラ

企業設備投資

企業全体の雇用

素材産業・部品メーカー

最終製品メーカー

デベロッパー

建設業

メーカー中心に全産業

金融業

原油・鉄鉱石等
資源セクター

欧米

中国

産油国

〔海外需要セクター〕

海
外
需
要
は
低
迷
（一
部
回
復
）

消費力低下

倒 産／リストラ

雇い止め

採用手控え
給与・賞与カット

半製品等
価格下落

PB商品化

グリーン製品
シフト

流

通

業

グリーン
製造シフト

他は様子見

地価下落

建築単価下落

発注

融資

融資

昨年度より下落

（急落後、小康状態）

低迷持続

減速するも
成長軌道

急膨張後
中断

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 5

-80

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

1～3 4～6 7～9 10～
12

1～3 4～6 7～9 10～
12

1～3 4～6 7～9 10～
12

1～3 4～6

18 19 20 21

(月)

(年)

非製造業

平均
製造業

中小企業

大企業

（見通し）

★府全域と市内企業の構成の差異

（市内企業の方が）

① 規模別構成：

・従業員50人以上の割合が3.9％

多い

・大企業の割合(12.2％)が3.2％多い

②業種別構成：

・製造業、建設業が少なく、情報

通信業、卸売業、不動産業が多い

・情報通信業の９割は市内企業

業種の影響が相殺され、明白では

ない。

・業況判断ＤＩは18.8ポイント下降の－67.0で
観測（平成14年）以来の最低水準を更新

・見通しは、今期実績と比べると改善するもの
の厳しい見通し

１．業況判断

業況判断ＤＩの推移（対前期比）

景 気 観 測 調 査 結 果
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○業況への影響要因

・上昇要因は「季節的要因」（64.4％）が大半をしめた
・下降要因は「内需の減退」（63.5%)が突出し、次に「販売・受注価格の下落」(43.4%)が

続く
・業種別では、製造業で「内需の減退」（70.9％）が下降要因のトップ
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２．出荷・売上高

・売上高ＤＩは20.0ポイント下降して－66.9
・業種別では製造業、非製造業ともに下落
・規模別では前回と比較して若干差が開いた

出荷・売上高ＤＩの推移（前期比）
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３．製・商品単価（サービス・請負価格）、原材料価格（仕入価格等）

製・商品単価ＤＩの推移（前期比） 原材料価格ＤＩの推移（前期比）

★製・商品単価
・売上高＝売上数量×製・商品単価
・ＤＩは19.9ポイント下落の－41.2
・大企業は27.1ポイントの大幅下落で規模別

の差が縮小

★原材料価格
・ＤＩは32.9ポイント下落の－8.6で５年

ぶりのマイナス水準
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４．営業利益判断、利益水準

営業利益判断（黒字／赤字）ＤＩの推移

★営業利益判断
・利益≒売上高－原材料ｺｽﾄ（if 人件費等

一定）
・ＤＩは17.7ポイント下落の－33.2
・大企業は20.3ポイント下落で平成14年

以来初めてのマイナスに
・大企業と中小企業との格差は依然ある

営業利益水準ＤＩの推移（前期比）

★営業利益水準
・利益水準ＤＩは19.1ポイント下落の－65.2と

一層厳しさを増した
・非製造業の業種別詳細では運輸業、飲食店・

宿泊業、小売業、卸売業のＤＩが－70ポイン
トを下回った



6

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 10

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～6 7～9 10～12 1～3

18 19 20 21

(月)

(年)

非製造業

平均
製造業

中小企業

大企
業

雇用不足ＤＩの推移（当期）（前期比）

・雇用不足ＤＩは－19.0と過剰感が大幅に
増加

・来期の従業者数は「横ばい」が77.0％を
占める

６．雇用状況、従業者数（来期）

・ＤＩは6.1ポイントの悪化で－10.6
・非製造業の詳細業種別では飲食店・宿泊

業、運輸業、小売業が厳しい
・企業間格差が再び拡大

５．資金繰り

資金繰りＤＩの推移（当期）
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７．設備投資 （今年度計画の対前年度実績見込み比較〔各1-3月期調査〕）

★設備投資全般

・｢減少｣が増加し、消極姿勢が鮮明となった
・規模別で大企業では「減少」が19.2ポイント

の大幅増加。中小企業においては、「減少」
が13.6ポイント増加の消極姿勢

設備投資（全体）



7

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 12

・全体では「削減していない」が48.8％と約半数を占める

・業種別では、製造業が「労働時間調整」、非製造業が「賃金カット」が最も多い
・大企業は「削減した」とする回答が60.9％と多く、削減の方法は多岐に

渡る。（「削減した」とする回答に対して、削減方法の回答数は1.50倍）

８．経済環境の急変に伴う人件費コストの削減方法
（特設項目）

経済環境の急変に伴う人件費コストの削減方法（複数回答）
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賃金カット

非正社員の削減

派遣社員の削減

大企業
1.50倍

中小企業
1.32倍

正社員の削減

その他非製造業
1.31倍

製造業
1.41倍

全体
1.34倍

削減した

削減して
いない

業 種 別 規 模 別 全 体


